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近年、 我が国の産業競争力強化の 観点から政府の 研究開発プロジェクトへの 期待が高まる 中、 いわゆる「ナショナル・プロ 
ジェクト型」の 研究開発事業における 研究者チームの 構成についても、 最大限のパフォーマンスを 挙げることのできる 適切な 
ものになっているかについて 注目が集まっている。 NEDO 技術開発機構 ( 独立行政法人新エネルギー   産業技術総合開発機 
構 ) においては、 プロジェクトに 従事する研究者の 属性やチーム 構成等について、 今後のプロジェクト   フォーメーション ヘ 

の フィードバックを 図ることを目的として 検討を行った。 
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R&D@ projects@ is@ growing@ in@ the@ context@ whether@ it@ is@ optimized@ to@ make@ the@ maximum@ output ・ NEDO(New@ Energy@ and@ Industrial 
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1 . はじめに わゆるナショナル・プロジェクト 型の研究開発事業の 
うちから、 以下に挙げる 7 つを選定した。 

近年、 我が国の産業競争力強化が 政府全体の大きな 1)  生物機能を活用した 生産プロセスの 基盤 技 
政策課題となる 中で、 政府の研究開発事業に 関する 注 術 開発 
目 が集まっている。 NEDO 技術開発機構 ( 新 エネ、 ル 2)  タンパク質機能解析 
ギ一   産業技術総合開発機構 ) においては、 研究開発 3)  糖鎖 エンジニアリンバ ( 糖鎖 構造解析 ) 

予算を 、 ①将来の産業技術シーズの 発掘を目的として 4)  極端紫外線 (EUV) による半導体 リソグラ 
大学や公的研究機関の 若手研究者に 提案公募方式を 用 フィ技術開発 
いて研究費を 助成するもの、 ②上記のナショナル・ プ 5)  次世代半導体材料・プロセス 基盤技術開発 
ロジェクト 型 として中長期・ハイリスクの 研究開発を ( 通称 M  I  R  A  I  ) 
産学官の総力を 挙げて実施するもの、 ③即効的な経済 6)  次世代量子ビーム 利用ナノ加工プロセス 技 
再生を実現するために、 企業の実用化・ 市場化を目的 術 開発 
とした研究への 助成を行うもの、 の 3 類型に大別し 、 7)  ナノレベル電子セラミックス 材料低温 成 
その適切な組み 合わせ・ポートフォリオを 形成しなが 形 ・集積化技術 
ら 事業を推進している。 8)  人間協調・共存型ロボットの 研究開発 
本研究においては、 これらのうち、 ②の「ナショナ これらのプロジェクトの 実施に際して、 NEDO 

ル ・プロジェクト 型」を対象として、 その研究開発 チ は 外部専門家による 審査委員会において 実施企業   

一ム を 構成する研究者の 属性や研究チーム 構成にっ い 団体・大学を 選定している。 この採択プロセスの 中 て 分析を行うとともに、 今後のプロジェクト フ で 主な研究者の 研究経歴等をもとに、 プロジェクト 

メーションへの 参考とするための 調査・検討を 実施し リーダ一の助言も 得ながらチーム 構成等についての 
た 。 本研究は現時点ではファクト・ファインディン グ   審査を行っている。 
の 範囲にとどまるものであ るが、 今後、 政府予算によ ここでは、 それらの情報をべ ー スに 、 各プロジェ 

る 研究開発プロジェクトが 更に大きな成果を 得るため クト の研究者の年齢、 博士号取得比率、 企業・大学   

にはその高度化が 不可欠と考えられる。 その他の研究機関等の 出身母体の比率等について 分 
析を行った。 これらは必ずしも 各プロジェクトやそ 

2. 分析対象及び 分析手法 の 実施チームに 所属する研究者の 優劣等を示すもの 
ではないが、 一定の属性を 示すものとして 解釈でき 

分析対象としては、 NEDO が現在実施しているい るものも多いと 考えて検討を 進めた。 

また、 プロジェクトの 組織形態、 研究開発課題等 
  独立行政法人 新 エネ、 ルギー・産業技術総合開発機構 の観占から研究開発チーム 構築のための 分析を ケ一 

企画調整部 ススタティにより、 実施した。 
牡独ヶ 行政法 ノ、 新 エネ、 ルギー・産業技術総合開発機構 

磯村 庚 ンステムォ女 石 ， 叶 t 朋党 部 
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3. 分析内容 

3 一 1. 研究者の年齢分布及び 博士号取得比率 

[ 表 1 一 1] に示すのは分析対象とした 7 プロジ 

ェクト ( 前述の 1) から 7)) に従事する研究者の 年 

齢構成であ る。 この表から判るように、 いわゆる 3 

0 歳台の比率が 最も高く 、 次いで 4 0 台 、 次いで 2 

0 台となっている。 全体の平均年齢は、 4 0 ． 0 歳 

であ る。 

俵 1 一 2] には、 そのうちバイオテクノロジ 一関 

係のプロジェクト ( 前述の 1 ) 、 2) 及び 3)) にお 

ける年齢分布を 示したものであ る。 平均年齢は 3 7. 
8 歳であ り、 2 0 歳台の研究者の 従事する比率が 高 
くなっていることが 明らかに示されている。 

俵 1 一 3] は、 これらのうちバイオテクノロジー 

以外のプロジェクト ( 前述の 4) 、 5) 、 6) 及び 7) 
における年齢分布を 示したものであ る。 平均年齢は 
4 1. 3 歳となっており、 バイオ分野と 比較すれば、 

明らかに 3 0 歳台と 4 0 歳台の研究者が 中核を形成 

していることが 判る。 

[ 表 1 一 1]7 プロジェクトの 研究者年齢分布 

年齢 20  台 30  台 40  台 50  台 60  台 合計 

人数 126  261  194  93  17  691 

俵 1  一 2] バイオ関係 3  プロジェクトの 研究者年齢 

分布 

年齢 20  台 30  台 40  台 50  台 60  台 合計 

人数 97  139  88  46  8  378 

俵 1 一 3P その他 4 プロジェクトの 研究者年齢分布 

クト では 1/2 を相当上回っているが、 これは前述 

の年齢分布から 考えれば概ね 妥当なものと 考えられ 
よう。 我が国におけるバイオ 研究が相対的に 若手の 
研究者によって 支えられていることの 一つの傍証で 
はないかと考えられるが、 これについては 更なる 調 

査検討を必要としよう。 

[ 表 1 一 4] プロジェクト 毎の博士号取得比率等 

博士 修士 その他 博士比率 
( 火 )  ( 火 ) ( 火 ) (%) 

全体 355 186 150 51 

バイオ 179 Ⅰ 00 99 47 

その他 176 86 51 56 

3 一 2. 産学官連携の 状況 

1 9 9 0 年代半ば、 政府の研究開発プロジェクト 

( 文部省 ( 当時 ) のものを除く ) には、 大学の研究 
者の関与 ( 及び予算の配分 ) が小さく、 工学をサイ 
エンスによって 裏 打ちするような 産学連携ができな 
い、 との批判があ った。 

近年では、 NEDO も 1 . に記述したような 大学 

の若手研究者への 研究助成を多数 ( 年間 1 0 0 件程 
度新規採択 ) 行っているが、 ナショナル・プロジェ 

クトにおいても 多くの大学が 参画している。 

[ 表 2 一 1] は、 ここで分析対象とした 7 プロジェ 

クトについて、 民間企業、 大学、 その他研究機関の 
研究者の参画数と 比率を示したものであ る。 これか 

ら判るように、 今や政府プロジェクトへの 大学の参 
画は完全に一般化し、 研究者数においても 民間企業 
等と同等の重みを 有していることが 判る。 

年齢 20 台 30 台 40 台 50 台 60 台 合計 俵 2 一 1] 産・学・官の 参画研究者数の 状況 

人数 29  122  106  47  9  313 企業 大学 研究機関 

また、 俵 1 一 4] には、 それぞれ 7 プロジェクト 人数 368 174 149 

全体、 バイオ関係プロジェクト、 その他のプロ ェク 

ト における博士号取得比率を 挙げた。 産業技術の研 
比率 ( 九 ) 53 25 22 

究開発は当然ながら、 博士クラスの 研究者のみなら 
ず 、 若手研究者、 研究補助者、 実験・分析担当者等 3 一 3. 研究開発チーム 構築に関する 事例と考察 

が緊密に連携しるうことが 必要なものであ り、 博士 
号 取得者比率が 高いことがただちに 研究の質が高い 研究開発チームの 構築に際しては、 適切なチーム 
ことを決して 意味しないが、 一つの指標として 見る 構築を行うことが 極めて重要であ る。 ここでは、 N 

ことはできる。 これによれば、 7 プロジェクト 全体 D E 0 のプロジェクトのうち 2 つの事例について 分 

での博士号取得者比率は 約半分となっており、 企業 析を行った。 
における一般的な 研究開発と比較して 高い水準とな i ) 人間協調・共存型ロボットプロジェクトの 事例 

っている。 これは、 テーマの性格が 基礎的であ るも 本 プロジェクトは、 人間の生活空間において、 人 

のが中心であ ることによるものと 考えられる。 また、 と 協調，共存して 複雑な作業を 行うことのできる 人 

バイオ関係のテーマにおいては、 博士号取得者比率 間型 ( 二 2 足 歩行 ) ロボットを開発することを 目的 

が 全体の 1 /2 を若干下回り、 それ以外のプロジェ として、 平成 1 0 ～ 1 4 年 -05 年間実施された ( 総 
額 約 4 6 脚。 JL 。 
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図 1. 「人間協調・ 共存型ロボットシステム」実施体制 (H 1 2 ～ 1 4 年 ) 
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プロジェクト 期間は前期 ( 平成 1 0 ～ 1 1 年 ) と 研究機関 D の H グループ長の 2 人のリーダーシップ 

後期 ( 平成 1 2 ～ 1 4 年 ) に分かれており、 開発 体 によるところが 大きい。 

制及び開発対象が 異なる。 本 事例は、 並列的に研究テーマを 設定し、 それぞ 
プロジェクト 前期においては、 メーカー 8 社、 1 れ 最適のサブチームを 形成してプロジェクトを 実施 

公的研究機関、 1 大学が参加し、 ロボットの要素 技 した例であ る。 

術 開発と共通プラットフォームの 開発を実施した。 五 ) 極端紫外線 (EUV) 露光システム 開発の事例 
プロジェクト 後期においては、 実際の作業エリア 本 プロジェクトは、 45nm テクノロジーノード   

を 想定した上で、 実施体制の抜本的な 見直しが行わ 以 細の半導体微細加工に 適用可能な極端紫覚線 
れた。 体制見直しによって、 構築されたプロジェク (EUV) を用いた半導体加工基盤技術を 確立する 
ト 体制の特色は 以下の 3 点であ る。 ことを目的として、 平成 1 4 ～ 1 7 年の 4 年間実 

  チームを研究対象となる 作業内容ごとに 分ける 施される 
( 図 1) と共に、 ロボットのユーザ 企業をチーム ( 総額約 8 5 億円 ) 。 

に 組み込んだ。 何 として、 「産業機械等代行運転」 本研究開発は、 以下の 4 テーマからなる。 ( 図 2) 
チームには ゼネ 、 コン J 社を 、 「ビル・ホーム 管理 サ 1) 再出力・高品位 EUV 光源技術の研究開発 
一 ビス」チームにはビル 警備 M 社を、 「屋覚共同作 EUV を露光する光源システムの 再 出力化   

業 」チームには ゼネ 、 コン 0 社をそれぞれ 新たに 加 高品位化を目的とした 研究開発であ る。 ①高田 
え 、 作業ニーズ側の 視点を強化している。 力化 技術の研究、 ②高品位化技術の 研究、 ③ 集 

  前期で開発したロボットの 要素技術を統合し、 実 光 光学系技術の 開発、 ④集光光学系ミラー 長寿 
機を開発する 中核企業として、 大手ではないが 優 命化 技術の開発の 4 テーマからなる。 

れた技術を有していた 中堅航空メーカ P 社を抜擢 2) EUV 光源評価及びミラー 汚染・損傷評価技術 
している。 の 研究開発 

  前期で開発したロボットの 制御ソフトをべ ー スに 、 ① EUV の強度等の計測評価技術の 開発、 ② 照 
機能の高度化を 目指し、 次世代の基盤技術開発を 明光学系に用いるミラ 一の汚染・損傷機構の 解 
優れた技術を 有する 7 大学に委託した。 何 として、 明を行う。 
「人間動作の 学習機能」技術を G 大学に 、 「バラン 3) EUV 露光装置用非球面加工・ 計測技術の研究 

ス 維持」技術を S 大学に、 「 腕 と足が協調しながら 開発 
の 両手での作業」技術を C 大学にそれぞれ 委託し 半導体露光装置システム 全体において、 光源 
ている。 から照明光学系、 次にマスクを 通過した EUV 
また、 これらの体制構築に 際しては、 プロジェク を、 光の重ね合わせによりウェハ 一 上に露光 す 

ト 全体を技術面・ 運営面でリードした A 大 I 教授 や、 るための装置であ る投影光学系内のミラ を よ 

技術面での企業指導に 関して大きな 役割を果たした り 平面に近い曲面に 加Ⅱするため 開発を行う。 

①曲面の粗さの 極小化を @l 指した RRM (Elastic 
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図 2. 極端紫外線 (EUV) による半導体 リソ グラフィ技術開発の 研究体制 

テーマ 分担企業等 

1) 再出力・高品位 三 uv 光源技術の研究開発 ( レーザ一生成プラズマ 方式日 Uv 光源 / チィ スチヤ 一ジ 生成プラズマ 方式 EUv 光源 ) 

①再出力化技術の 研究 光源関係企業 A 社・ B 社・ C 社，研究機関 D,E 大学、 F 大学 

②高品位化技術の 研究 光源関係企業 A 社・ B 社・ C 社 

③集光光学系技術の 開発 光源関係企業 A 社田社 屯社 

④集光光学系ミラー 長寿命化技術の 開発 光源関係企業 A 社・ B 社・ C 社 

2%uv 光源評価及びミラー 汚染・損傷評価技術の 研究開発 

① EUV 光源評価技術の 開発 光源関係企業 A 社・ B 社・ C 社 

②ミラー汚染・ 撮像評価技術の 研究 光源関係企業 A 社・ B 社・ C 社・研究機関 D 

3)EUv 露光装置用非球面加工・ 計測技術の研究開発 

① EEM  (Elastic  三 missionMachining) プロセス適用開発 装置関係企業 G 社・ H 社、 @ 学 

② @F(Ion  Beam  F@ring) プロセス適用開発 装置関係企業 G 社， H 社， J 大学 

③ 再 再現性干渉計測技術の 開発 装置関係企業 G 社・ H 社 

4%UV 露光装置コンタミネーション 制御技術の研究開発 

①コンタミ付着防止機構の 開発 K 大学 

② キヤソ ピンバレイヤ 一の開発 装置関係企業 G 社・ H 社 

③コンタミ除去技術の 開発 装置関係企業 G 社・ H 社 

Emission Machining) プロセス適用開発、 ② 曲 例を分析するとともに、 海外における 先行事例にっ い 
面 のうねりの極小化を 目指した IBF (Ion Beam  ても情報収集を 行うことが不可欠であ ると考えられる。 
Figuring) プロセス適用開発、 ③ 高 再現性千 渉 この観点から、 NEDO としては更に 研究を推進する 

方針であ る。 

計測技術の開発の 3 テーマからなっている。 

4)EUV 露光装置コンタまぁ、 一 ション制御技術の 
( 参考文献 ) 

コンタミ除去技術の 開発の 3 テーマからが て   

いる。   NEDO 「 糖鎖 エンジニアリンバ   ( 糖鎖 構造解析 ) 」 

本 プロジェクトにおいては 次の工夫がなされてい 平成 1 5 年度実施方針 
  NEDO 「極端紫覚線 (EUV) による半導体 リソ 

  

画 となっている。   

礎 的なテーマを 分担する形となっている。   また、 企業に加え、 大学や公的研究機関がより 基   NEDO 平成 14 「人間協調・ 年度実施方針 共存型ロボットプロジェクト」 

木 事例は、 最終的な技術開発目標をべ ー スに要素 

技術を体系化・ 階層化し、 それぞれに最適の 研究 チ 

一ム な 割り当てる事例であ る。 

4. 景色 ゑ @ こ 

国の研究開発プロジェクトに 参画する研究者の 選定 
や 研究開発チーム 構築手法については、 更に多くの事 
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